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2050年脱炭素化へ
～脱炭素化のビジネスへの影響～



カーボンニュートラルへ向けた動き

• 菅義偉首相は2020年10月26日、所信表明演説で、2050
年カーボンニュートラル実現を表明

• 菅首相12月21日に経産・環境両省にカーボンプライシング
導入の検討指示

• 2021年1月、2030年代半ばまでにガソリン車の販売禁止
(東京都は2030年)との報道

• 2021年4月、菅首相は、2030年に2013年比46％の温室効
果ガス排出削減を表明【気候変動サミット】

• 2021年8月、国交、経産、環境の3省合同の検討会(「脱炭
素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検
討会」)は、新築住宅の約6割に太陽光パネル搭載を提言

• 2021年10月、第6次エネルギー基本計画を閣議決定。再
エネ比率は2030年「22-24％」から「36-38％」へ引き上げ
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温暖化対策は成長にマイナスか？
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かつて、日本が先駆的な温暖化対策に取
り組む必要がないとされた理由

【1】日本はすでに、世界最高水準の排出削減技術をもっている

【2】日本は石油ショック以来、省エネに取り組んで今や、「乾いた雑巾」だ

【3】日本の限界排出削減費用は世界最高水準／さらなる温暖化対策は成
長にマイナス
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【4】再エネはコスト高で、変動電源のため、安定供給を担えない



本当に「最高水準の技術」か？

• たしかに、1990年代前半までは、世界でも最
高水準の技術だったかもしれない

• しかし、90年代後半以降、日本のエネルギー
生産性は停滞、その間、主要国が生産性を
一貫して高め、次々と日本を抜き去ったことを
どう考えるか

• もはや最高水準といえないのではないか。あ
るいは削減技術としては最高でも、それが付
加価値の創出に結びついていない可能性
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OECD諸国が対象
OECD諸国のうちで、人口500万人以上の国で、かつ、日本より一人当たり
GDPが高い国

（出所）OECD (2016) Effective Carbon Rates Pricing CO2 through Taxes and Emissions Trading Systems,
IEA (2016) CO2 emissions from fuel combustion 2016 IEA, World Energy Balances 2016 より作成

（注）日本のGDPは、平成28年12月に内閣府によって基準改定された数値を用いている。

（注）グラフの平均実効炭素価格とは、OECDの部門別に出された実効炭素価格を各
国の部門別排出量で加重平均して、一国平均の実効炭素価格を求めたもの。

✓ 「スイス、ノルウェー、スウェーデンは、水力発電が豊富なために炭
素生産性が高い」との指摘があるが、スイスのエネルギー生産性は
OECD諸国で最も高い（我が国の約2.5倍）。またノルウェーも
OECD諸国で第4位のエネルギー生産性を誇る。

✓ スウェーデンについては、1991年の炭素税導入以来、バイオマスを
中心に水力以外の再エネの供給量が3倍に増加し、一次エネルギー供
給に占める割合が20％を占めるに至っている（水力は10％程度）。
結果として、90年代から炭素生産性は2倍以上（自国通貨実質GDP
ベース）に上昇した。

✓ また、風力発電の比率が高いデンマークは、エネルギー生産性につい
ても、スイスに次いでOECD内で2位（我が国の約2倍）。

実効炭素価格と炭素生産性

左図において、ドイツ、英国、オラ
ンダについては、「我が国より実効炭
素価格が高いにもかかわらず炭素生産
性が我が国と同程度しかない」との指
摘が可能である。左図の対象である
2012年は、年平均1ドル79.8円との
歴史的な円高であり、我が国の炭素生
産性は現在より相当高めに表示されて
いる。
2014年（1ドル106円）では、ド

イツ、英国、オランダとも我が国より
炭素生産性が高く、かつ、エネルギー
生産性も高い。（右図）

独英蘭の各国は、95年時点では我が国の半分程度の
炭素生産性しかなかったが、2000年代以降改善を続
け我が国を追い抜いた。
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• 実効炭素価格が高い国は、炭素生産性が高い傾向にある（左図）。
※実効炭素価格（Effective Carbon Rates）： OECDは、炭素税、排出量取引制度、エネルギー課税を合計した炭素価格を「実効炭素価格」として、2012年4月現

在における各国の比較・評価を行っている。なお、我が国の温対税（炭素価格289円／CO2トン）は導入前で含まれていない。

• なお、我が国の炭素生産性や一人当たり排出量はグラフ上の近似曲線付近にあり、実効炭素
価格に含まれない既存制度による暗示的な炭素価格が他国の制度に比べて特に削減に寄与
している、すなわち、グラフ全体の趨勢から乖離して、他国と同レベルの実効炭素価格であり
ながら、他国より特に高い炭素生産性を示して十分に長期大幅削減に近づいている位置を
占めているという現象は確認できない。

高
い
ほ
ど
効
率
的

y=0.086x+1.003
（5.47）

R2=0.47
y=0.105x+1.132

（3.87）
R2=0.48（ の国を対象）



（出所）OECD (2016) Effective Carbon Rates Pricing CO2 through Taxes and Emissions Trading Systems,
OECD Statistics より作成

（注）日本のGDP統計の2008基準への対応は、2016年12月になされたため、現時点のOECD統計には反映されていない。その
ため、日本の総資本形成及び知的財産生産物形成は、2012年段階で総額で17兆円程度少なく見積もられていると考えられる。

• 実効炭素価格が高い国は一人当たりの総資本形成（GDPに計上されるいわゆるフローの投資額）
が停滞している現象は観察されず、多い国も存在する（左図）。

• また、実効炭素価格と、一人当たりの総資本形成のうちの知的財産生産物形成（※）との間で正の
相関が観察される（右図：因果関係を示しているものではない）。カーボンプライシングが、イノ
ベーションを促進するとの指摘（G7富山大臣会合コミュニケなど）と矛盾する現象ではないと考
えられる。
※ 国連のGDP計算の基準であるSNA2008より導入された概念（Intellectual Property Products）。いわゆる「無形資産」のうち、コンピューター・ソフト

ウェア、娯楽、文芸、芸術作品の原本等に加え、SNA1993では中間消費とされていた「研究開発」を含む資産項目。近年、この「無形資産」への投資がイ
ノベーションを促進するものとして注目されている（平成28年版労働経済白書など）。

（注）グラフの平均実効炭素価格とは、OECDの部門別に出された実効炭素価格
を各国の部門別排出量で加重平均して、一国平均の実効炭素価格を求めたもの。
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実効炭素価格と投資・高付加価値化との関係

y=0.024x+0.30
（3.79）

R2=0.31
y=0.018x+1.248

（2.3）
R2=0.27（ の国を対象）

y=0.076x+3.384
（2.57）

R2=0.17
y=0.027x+8.509

（0.61）
R2=0.03（ の国を対象）

実効炭素価格
が高い国は、総
資本形成が低い
傾向になる現象
は観察されない

OECD諸国のうちデー
タがある国が対象

OECD諸国のうちで、
人口500万人以上の国
で、かつ、日本より一
人当たりGDPが高い
国



より公正で持続可能な経済社会を築く
～スウェーデンの優れた経済的パフォーマンス～



スウェーデン経済の優れた柔軟性と強靭性

• グローバル化への高い適応能力
• 普遍主義的な社会保障政策とその包摂性

• 高い付加価値税率と財政健全性、その背後
にある、納税者に対する透明性

• 「分配政策」としてだけでなく、「人的資本投
資政策」としての側面をもつ社会保障政策

• 産業構造の転換を積極的に進め、生産性向
上に焦点を当てた経済政策(⇒「救済」とは
対極的な産業政策)

• 国家は「企業を守る」のではなく、「人を守る」







スウェーデンの「デカップリング」
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なぜ、デカップリングが可能に？
【１】産業構造の転換
➤産業の中心が、炭素集約的な重化学工業から、情報通信やデジタル化された
サービスなど知識産業へと移行。後者は前者に比べ、CO2排出が少ない一方、収
益性や生産性がより高い
➤スウェーデンは今なお、ボルボに代表される自動車産業など製造業に強みをもつ。
だが他方で、家具製造・販売のIKEA、ファストファッションのH&M、デジタル音楽配
信サービスのSpotify、ビデオ会議サービスのSkypeなど、新興企業を次々と輩出す
る国でもある

【２】CPの活用
➤炭素税や欧州排出量取引制度のような環境規制の強化は、環境改善投資を喚起
し、GDP拡大に寄与しただけでなく、エネルギー生産性の向上を通じて企業の競争
力向上を促した

【３】先導市場(Lead Market)～クリステンセン『イノベーションの
ジレンマ』
➤他国／他企業に先駆けて環境によい製品・サービスを確立することで、それらをめ
ぐる国際競争で先んじ、有利な地歩を占める(新市場型「破壊的イノベーション」)
➤参考：ローエンド型「破壊的イノベーション」



しかし、気候変動問題の軽視こそが
日本の経済・産業にとって「命取り」に

【1】スウェーデン
➤世界最高水準のCPによる大幅なCO2削減
➤産業構造転換／起業による高付加価値化
➤教育訓練投資、労働移動、賃金上昇

【2】日本
➤発電部門が高CO2排出だから、EVシフトに意味はな
い？
➤石炭火力を延命(アンモニア混焼)
➤遅く、低いCPの導入ゆえ、産業構造は変化せず、低
付加価値に甘んじている



脱炭素化への遅れこそが、日本経済
と産業にとっての最大のリスクに

【1】日本の製品・サービスのグローバル市場
からの排除につながりかねない
➤背景に、カーボンフットプリントなど情報基盤整備、TCFD／

GXリーグなど気候変動関連情報の開示

【2】日本から生産拠点の流出が起きかねない
➤十分な再エネ供給ができなければ、生産拠点の海外移転
がリスクに

【3】イノベーションの中心から外れかねない



自動車の電動化と市場ごとの相違

［出所］経済産業省製造産業局自動車課(2025)，8頁．



産業政策としての気候変動政策
ー欧州のエネルギー集約産業の脱炭素化－



EUの温室効果ガス排出削減目標



EU27カ国の産業部門のCO2排出量の推移
(1990-2018年)と2030年／2050年削減目標



現行技術の延長線上の省エネでは間
に合わない



2030年までに更新がなされるべき素
材産業の設備更新の比率(％)



鉄鋼産業の事例

• 鉄鋼産業の脱炭素化のためには、製鉄プロ
セスの根本的な変革が必要

• 鉄鉱石を原料とする鉄鋼生産を完全に脱炭
素化するためには「電解採取
(electrowinning)」、あるいは「水素還元法」を
還元手法として採用する必要

• 水素還元法を採用するには、水素が大量に
製造される環境の整備が必要となるが、水素
製造コストが高価であることがネックとなる



素材産業の脱炭素化に必要な技術に
よるCO2排出削減コストの推計



脱炭素化に向けた政策手段

１）将来に向けた産業生産設備の建設に対する

ドイツ国家脱炭素基金から支払われる投資補

助金

２）新しいインフラ建設や既存設備の現代化に

対するグリーン公共調達

３）炭素差額決済(Carbon Contracts for 

Difference: CCfDs)

４）炭素国境調整メカニズム



日本のGX推進法案の意義
～カーボンプライシングの設計をどう評価するか～
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本法案を以下の点で評価できる

• カーボンプライシング(CP)を中心に包括的なパッ
ケージとして提示された点

• とくに、CP導入をついに実現する点
➤ETSと炭素賦課金の組み合わせで経済全体をカバーしている点

➤CPの段階的発展を年限を切って提示していること

➤画期的な排出量取引制度(ETS)の導入

➤ETSはEU ETSを範にとりながら優れた制度設計となっている

• 日本の気候変動政策上、本法案はその量・質の両
面で非常に大きな前進となることは間違いない

• 「気候変動政策＝産業政策」の時代を象徴
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GXにおけるCP（とりわけ排出量取引制
度）の導入案



成長志向型カーボンプライシングとは？

図 「成長志向型カーボンプライシング」のイメージ 

 

［出所］経済産業省産業構造審議会資料「GXを実現するための政策イニシアティブの具

体化について」(事務局提出資料)，スライド 12枚目．

(https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/green_transformation/pdf/

010_01_00.pdf)． 



炭素賦課金について

• なぜ「炭素税」ではなく「炭素賦課金」と呼ばれるのか？
➤「税」の場合はその収入が財務省の管轄する国庫に入るが、「賦課金」だと財務省が管轄す

るGX経済移行債の財源として、企業の炭素化支援事業に充てられる

➤「税」だと政府税制調査会や与党税制調査会などで議論し、案を決定した上で、さらに法改

正を要する。「賦課金」だと、通常の税制改正のプロセスを回避できるほか、法改正を要しな

いため、迅速かつ柔軟に導入可能

• ①排出量取引制度、②企業の脱炭素化支援事業、③その財源としての
GX経済移行債の発行と炭素賦課金、は3点セット

• 炭素賦課金は、現在の「石油石炭税」(化石燃料の国内生産者や輸入業
者に課税)と同じ課税ポイントで導入される可能性

• 日本はほぼ100％、化石燃料を輸入に頼っているので、この課税ポイント
で炭素賦課金を課せば、化石燃料に包括的に負担を課すことができる

• しかし、温暖化対策税とバッティング？



炭素賦課金の将来
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炭素賦課金の段階的引き上げ

 
［出所］同上，スライド 24枚目． 



排出量取引制度とは？



排出量取引とは何か？





「25％削減ケース」における既存排出源へ
の排出量目標の配分(単位：百万t-CO2)

年 1990 2007 2012 2020

無償配分枠の導出

[1]キャップ ― ― 711 514

[2]新規排出源の取り置き(キャップの5％) ― ― 36 26

[3]オークション枠の取り置き(キャップの10％) ― ― 71 51

ETS対象部門

[4]対象部門既存排出源への無
償枠([4]＝[1]－[2]－[3])

― ― 604 437

[5]エネルギー転換(ETS部門比
率)

318(41％)
440(50％
)

302(50％
)

179(41%)

[6]産業(同上) 390(51％)
387(44％
)

266(44％
)

240(55%)

[7]工業プロセス(同上) 62(8％) 54(6％) 36(6％) 18(4%)

非ETS部門

[8]運輸(非ETS部門比率)
211(56％)

242(57％
)

237(57％
)

171(57％
)

[9]業務(同上) 84(23％) 88(21％) 87(21％) 63(21％)

[10]家庭(同上) 57(15％) 63(15％) 62(15％) 45(15％)

[11]廃棄物(同上) 22(6％) 31(7％) 29(7％) 21(7％)

[12]その他(裾切り対象からの排出) ― ― (59) (43)

排出量総計(1990＆2007年，[2]～[8]の合計)および排出量目標(2012

＆2020年，[1]および[5]～[9]の合計)
1143 1304 1185 857



排出枠の初期配分方式

初期配分

オークション方式 ベンチマーク方式 グランドファザリング方式

有償配分 無償配分

生産量ベース施設能力ベース 燃料種別／技術種別ベース



図 GX-ETSの段階的発展のイメージ 

 
［出所］同上，スライド 19枚目． 









環境保全を新たな産業発展の契機と
するには？



そもそも、環境と経済は対立？

• 環境問題解決に向けて行動する必要性は明
確

• しかし、環境規制は経済に影響を与える(「環
境」と「経済」は対立？)と言われてきた

(1)産業国際競争力の低下

(2)失業の増加

(3)技術革新への悪影響

• 環境規制の強化は、本当にこれらの問題を
引き起こすのか？



環境が経済を発展させる
～ポーター仮説～

• 適切に設計された環境規制は、イノベーショ
ンを引き起す

• 環境規制を市場における公正競争のルール
として組み込む

• 環境イノベーションに取り組む企業が市場の
勝者となる
➤「公正な競争」概念のエコロジー化

• 市場経済の中に、エコロジー・自然資本概念
を組み込む潮流が顕在化



日本版マスキー法の事例

• 米国「マスキー法」(1970年)提案

• 自動車の排ガスを10分の1にまで削減する規制

• アメリカでは経済影響が大きいと延期

• 日本でも、興銀調査部が価格上昇と需要の減退、生
産の現象と雇用減少(9万4千人)により、国民経済に大
影響と発表

• 日本では七大都市問題調査団の結果や世論の後押
しもあって、1978年に実施

• 日本の自動車メーカーは規制をクリアーし、その後、
世界で成功を収める契機に
➤規制は産業を強くする？



笹之内(2000)のマスキー法評価(1)

• 日本版マスキー法の実施に向けて次々と国内で規制強。
「前代未聞の規制に向けて早急に開発を始めねばならない
状況になった･･･」

• 各社とも経営資源を大幅に投入。1969年に開発要員は業界
全体で1,000人程度、研究開発費は約50億円だったものが、
1975年には要員が約7,000人、開発費は約700億円に

• 様々な技術を探索し、試験を繰り返した結果、触媒方式が一
番よいとの結論

• 「こうした資源動員の結果、1976年には世界に先駆けて触媒
技術を確立、規制値をクリアした」

• 「これはいまでも将来の次世代低公害車のベースとなる基本
技術となっている」



笹之内(2000)のマスキー法評価(2)

• 日本の自動車産業は、単に規制をクリアするだけでなく、エンジン周辺の
総合技術力を向上させ、以下で世界をリードできるようになった

①高性能化(燃焼制御、他バルブ化)

②低燃費技術(リーンバーン、直噴ガソリン)

③高度な触媒およびその関連技術のノウハウ蓄積(NO2吸蔵触媒、燃

料電池、セラミック技術)

④高度な電子制御技術(ハイブリッド、ITS)

• ソフト面でも、短期間に技術的課題を克服する研究・開発体制の整備強
化ができた。とくに、それまでの「自動車屋」的な開発体制が、商品の企
画・開発と要素技術の研究・開発を有機的に進捗管理できる組織へ変貌
したことは、特筆すべきこと

• 広範な部品メーカーとの緊密な協力関係やグローバルな協力体制の構
築の経験は大きな収穫であった



資本主義の「非物質主義的転回」
と日本の製造業の将来展望



知識産業、脱工業化、ポスト資本主義

• 現代資本主義経済の「非物質主義的転回」論の先行者
• フリッツ・マッハルプの『知識産業』(Machlup 1962)
➤知識産業を特定、それが生み出す付加価値を、1958年のアメリカのGDP比で約30％と算出、
その増大傾向を指摘

• ダニエル・ベルの『脱工業化の到来』(Bell 1973)
➤アメリカのサービス経済化を統計的に確認、「脱工業化」と名づけた
➤経験的知識よりも理論的・科学的知識の重要性が高まり、それを担う専門職や知的技術職
の重要性が高まると主張
➤「物的資本」ではなく、「知的資本」が資本主義経済の推進力になると主張

• ピーター・ドラッカーの『ポスト資本主義社会』(Drucker 1993)
➤ポスト資本主義社会でもっとも重要な経済的資源は「知識」であり、知識労働者がその具体
的な担い手
➤経済的価値は、知識をベースとした生産性の向上とイノベーションから生み出される
➤ドラッカーの学校教育論・・・

1)工業社会で成功を収めた教育は、逆に知識社会に不適合
2)知識そのものだけでなく、知識を獲得するための方法を授ける場でなければならない
3)成人の教育訓練に携わる企業、政府、非営利組織など、あらゆる雇用機関と連携して教育を推進する必要



膨大な無形資産投資が成長を生み出した



［出所］内閣府国民経済計算「経済活動別国内総生産(実質)」各年度版より著者作成．





「製造業のサービス化」とは

• 製造業は、物的生産の支援目的でサービスを購入・生産・
販売してきたが、それを超えて、サービス収益を上げるこ
と自体を目的としてサービスを購入・生産・販売すること

• 「サービス専業」と「サービス化した製造業」が異なるのは、
前者は物的生産を行わずにサービスのみを提供するのに
対し、後者は物的生産を行い、それと密接に結び付いた
形でサービスを提供する点にある

• 「物的生産と結合したサービス」が、製造業の提供する
サービスの強み

• 製造業において主客転倒が起こり、「物的生産が主で
サービス提供が従」というビジネススタイルから、「サービ
ス提供のために物的生産を行う」というビジネススタイル
への変化



サービス化を通じて製造業が
生き残る途

• コンサルタントのマキナニーによれば、現代企業の競争力
の源泉は、「ものづくり能力」から、「顧客情報の起点たる
現場を支配し、顧客が製品・サービスの利用からえる体験
を直接マネージできる能力」に移った

• 製造業は、製品を消費者に購入してもらうことで顧客接点
をもつことができる。これは、サービス専業にはない強み

• これまでは、製品を売り切って顧客との関係は終了してい
た

• 今後はいかに製品販売後も顧客と継続的な関係を保ち、
適切なサービス提供を通じて顧客満足を高めるかが課題
に

• 製造業からサービス業に事業の重点を移していくことで、
付加価値を高められる



【参考】

どうやって脱炭素化をビジネスの
成長につなげるのか



ダイキンの事例
(日経新聞2021年10月27日より)

【ダイキンとは？】
• 国内空調機メーカー最大手。連結売上高約2兆5000億円、22年3月期の連結純利益は4期

ぶりに過去最高を更新する見通し。時価総額は約7兆5000億円と、日本電産やファーストリ
テイリングと競る。

• 他方、家庭用エアコン事業へのテスラ参入の可能性。ヒートポンプ式のエアコンを搭載した
高い技術力で家庭用に展開する可能性。

【脱炭素が引き起こすイノベーション】
• ダイキンは、大阪府摂津市のダイキン研究所で次世代技術の開発。磁石を近づけたり離し

たりして磁性を持つ材料の温度を変え、それを水に伝えて冷暖房する「磁気冷凍」。温暖化
ガスを含む冷媒が不要で、空調の消費電力の8割を占める圧縮機もいらない。ダイキンも消
費電力を抑えEVの航続距離を最大5割伸ばすカーエアコンの冷媒を実用化、EV産業に初
参入する。

【モノづくりから「製造業のサービス化」へ】
• シンガポール西部のテンガー地区で政府が23年までに完成をめざすスマートシティーにお

いて、街全体のエネルギー効率を高めるために、高効率の空調設備で一括して冷気をつく
り全4万2千戸に届ける事業に参加。

• 住民は戸別に空調を買うのではなく、使用時間に応じて料金を支払う。



日立製作所の事例
(日経新聞2021年4月26日より)

【IoTとサービスとしての省エネ】
• 発電機、ボイラー、空調などの機器を用いて省エネで運用する定
額サービスを開始。IoTを活用して稼働状況を遠隔監視、エネル
ギー使用量を抑えて運用を効率化

• 機器の更新や運転制御、保守・点検などを一括で受託。機器の代
替えが必要な場合、リースを活用して日立製品にこだわらず幅広
いメーカーから最適なものを選択

【従来のESCO事業との違い】
• 継続的なサービス提供により、継続的に顧客接点が発生
• 顧客企業にとっては初期投資コストが不要に。設備管理の手間が
省け、人員を他分野に回せるほか、定額払いでコスト負担を平準
化

• 機器販売だけでなく、日立のIoT基盤「ルマーダ」と組み合わせた
サービス提供で付加価値を高める戦略



小松製作所の事例
(日経新聞2021年3月7日より)

【自社のカーボンニュートラル目標】
• コマツは自社の2050年カーボンニュートラル実現を目標に掲げる

【工場を「ゼロ排出」化】
• 21年8月、炭素排出実質ゼロの林業機械の新工場をスウェーデンで稼働
• 無人搬送車の導入など生産工程の見直しで効率を高め、電力使用量を削減。太
陽光発電パネルを工場屋根の全面に設置、暖房設備には地熱を活用

• 製品販売後の顧客段階での排出削減を支援。建機を生産・販売してから顧客が
使用・廃棄するまでに排出されるCO2のうち、9割は工事現場など顧客の稼働時
に発生

【スコープ3対応のためにもデジタル化を】
• 顧客がICT（情報通信技術）を用いて建設現場での作業効率を高め、部品を再利
用するのを促す

• 製品の電動化も加速化。22年には世界初となるリチウムイオン電池で動く20トン
クラスの電動機を量産する見通し。40トンクラスのハイブリッドショベルも開発に
着手するほか、水素で動くダンプトラックも開発



脱炭素とDXはどう結びつくのか(１)

• 自社生産拠点の脱炭素化(小松製作所の事例)
➤徹底した省エネと再エネの生産／活用(Scope1&2)

• 脱炭素化を可能にする製品イノベーション(とそれ
を支える研究開発)
➤消費電力を大幅に削減する製品開発(ダイキンの事例)／製品電動化
の加速(小松製作所の事例)

• IoTによる消費者／企業の行動制御(により消費電
力を減らす)
➤利用／稼働状況に関するデータ収集、分析を経て最適な利用／稼働
プログラムの提案、遠隔制御による実行(日立製作所の事例)
➤行動制御により機器運転の効率化(⇒「省エネとコスト削減の両立」)
➤ロジスティクス全体を通じた効率化も
➤電力市場価格の変動を踏まえた行動制御(電力市場価格の安い時間
帯は、再エネによる電力供給が多い時間帯に一致⇒「再エネ増加とコ
スト削減の両立」に貢献)



サーキュラーエコノミーへのコメント



サーキュラーエコノミーの3原則

• 2010年代にヨーロッパで提唱
1)廃棄物と汚染を排除する（Eliminate waste and 

pollution）
2)製品や資材を循環させる（Circulate products and 

materials）
3)自然を再生する（Regenerate nature）

• 環境省の定義
➤従来の3Rの取組に加え、資源投入量・消費量を

抑えつつ、ストックを有効活用しながら、サービス

化等を通じて付加価値を生み出す経済活動



サーキュラーエコノミーと3R政策の違い

• サーキュラーエコノミーは、経済システムそのものの
見直し。3R政策は、廃棄物の最終処分を削減する政
策の一環として提起・実施。前者は、後者を含むより
包括的な概念
➤3R（スリーアール）政策：「リデュース（Reduce）」「リユース
（Reuse）」「リサイクル（Recycle）」）からなる。

• サーキュラーエコノミーは、廃棄物の発生そのものを
防ぐような製品の開発、流通、消費、再利用／再生を
考える。廃棄の場合も生態系との調和を考える
➤より困難だが、このことで現行の生産、流通、消費、廃棄の
あり方を見直すことで持続可能な経済システムへの移行を
図ることに意義



経済／産業政策としてのサーキュ
ラーエコノミー

• 産業のエコシステムの変革

• イノベーション、新産業の創出

• 地域経済の活性化

• 局所的ではなく、ライフサイクル全体を通じたエ
ネルギー消費の削減

• 情報創出とその流通、管理(ex. EUのバッテリー
パスポート)

• 新規資源採掘の最小化

• 国家安全保障



『資本主義の新しい形』岩波書店，
2020年1月刊行

• 第1章 変貌しつつある資本主義

• 第2章 資本主義の進化としての

「非物質主義的転回」

• 第3章 製造業のサービス産業化

と日本の将来

• 第4章 資本主義・不平等・経済

成長

• 終章 社会的投資国家への転換

をどのように進めるべきか
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